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８ 地域包括医療病棟、地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の評価の見直し等、包括期入院医療に係る今回改定による影
響の調査・検証を行うとともに、リハビリテーション・栄養管理・口腔管理、円滑な入退院や早期の在宅復帰等、質の高い入院医療の
実現に向けて、これらの病棟の適切な評価の在り方について、引き続き検討すること。また、療養病棟等の慢性期入院医療について、
今回改定による影響の調査・検証を行うとともに、在宅医療や介護保険施設等との役割分担や連携等の観点も踏まえ、評価の在り方を
引き続き検討すること。

９ DPC/PDPS及び短期滞在手術等基本料について、今回改定による影響等について調査・検証を行うとともに、医療の質の向上と標準
化に向け、診療実態を踏まえた更なる包括払いの在り方について引き続き検討すること。

（人口少数地域の医療・医師偏在対策）
10 人口の少ない地域の外来・在宅医療提供体制の確保のための支援に対する評価や、外科医療確保特別加算の新設等、医師の地域偏
在・診療科偏在対策等に係る今回改定による影響等について調査・検証を行うとともに、人口構成の地域差や病院薬剤師を含む医療従
事者の偏在等を踏まえた適切な評価の在り方について引き続き検討すること。

（外来医療）
11 初診料・外来診療料における逆紹介割合に基づく減算規定の見直しや連携強化診療情報提供料の見直し等、外来機能分化に係る今回
改定による影響の調査・検証を行うとともに、評価の在り方について引き続き検討すること。

12 生活習慣病管理料（Ⅰ）（Ⅱ）や特定疾患療養管理料等について、今回改定による影響の調査・検証を行うとともに、診療ガイドラ
インに沿った質の高い計画的な医学管理が推進されるよう、提供される医療の実態に基づく評価の在り方について引き続き検討するこ
と。

13 かかりつけ医機能を有する医療機関について、今回改定による影響の調査・検証を行うとともに、かかりつけ医機能報告制度の施行
状況等を踏まえ、評価の在り方を検討すること。

（在宅医療・訪問看護）
14 在宅医療、在宅歯科医療、在宅訪問薬剤管理及び訪問看護の質の向上に向け、今回改定による影響の調査・検証を行うとともに、地
域における医療提供体制の実態等も踏まえつつ、往診、訪問診療、歯科訪問診療、訪問薬剤管理指導、訪問看護等における適切な評価
の在り方を引き続き検討すること。

15 訪問看護について、同一建物居住者への訪問看護の評価の見直しや、一連の訪問看護を１日あたりで包括的に評価する仕組みが新設
されたこと等を踏まえ、指定訪問看護事業所の経営状況等の把握や今回改定の検証を行った上で、評価の在り方について引き続き検討
すること。また、精神科訪問看護の利用者が増加傾向にある状況を踏まえ、利用者の状態や訪問看護の提供内容等も含め、実態を踏ま
えた適切な評価の在り方について引き続き検討すること。
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訪問看護経営実態調査の概要（案）

１．調査の目的
         本調査は、社会保険診療報酬の改定検討に関する基礎資料を得るため、医療保険における指定訪問看護
        を行う事業所の経営状況等の実態を明らかにすることを目的とする。

２．調査の時期

令和９年５月調査票配布（予定）

３．調査対象等
（１）調査対象

調査実施時点で医療保険における指定訪問看護を行う訪問看護事業所

（２）抽出の基本方針

サービス提供形態や事業所規模の違いを踏まえた経営実態を把握するため、以下のとおり
層化基準を設け、層別に無作為抽出を行う。

４．層化に用いる基準 ※具体の階級区分は、母集団の分布を踏まえて検討。

包括型訪問看護療養費の届出状況、精神科訪問看護基本療養費の算定利用者数の割合
医療保険／介護保険適用の訪問看護利用者数の割合、医療保険適用の利用者への1か月の訪問日数等

５. 調査項目
         サービス提供の状況、居室等の状況、職員配置や職員給与の状況、収入の状況、支出の状況
      資産・負債の状況 等

3



調査項目① 基本属性・按分処理に必要な補助情報
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⚫ 開設年月

⚫ 経営主体

⚫ 会計期間

訪問看護事業所の会計開始／終了月

⚫ 消費税の経理方式

税込方式・税抜方式の別

⚫ 訪問看護事業所の１か月分の実績

医療保険・介護保険の訪問看護利用者数、

訪問日数、訪問回数 等

按分処理に必要な補助情報

⚫ 会計区分

⚫ 一体的に会計を行う併設事業の状況

併設事業の種類及びその利用者数等

⚫ 建物の使用面積

訪問看護部分及び一体的に会計を行う事業全体部分

⚫ 職員配置及び給与の状況（令和９年４月時点）

・勤務形態別・職種別の給料

・常勤換算数（うち訪問看護に従事する職員の常勤換算数）

・通勤手当

・賞与（令和８年度実績の１／12）

・退職給与引当金等（令和８年度実績の１／12）

・法定福利費（令和８年度実績の１／12） 等

基本属性



調査項目② 事業収益、資産・負債等
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⚫ 医療事業収益

入院診療収益、外来診療収益、訪問看護療養費収益、

その他の医療事業収益

⚫ 介護事業収益

施設介護事業収益、居宅介護事業収益、居宅介護支援事業収益、

介護予防・日常生活支援総合事業収益

⚫ 障害福祉サービス事業収益

⚫ 高齢者住まい等による事業収益

居住費収益、入居金収益、管理費収益、その他の利用料収益

⚫ その他の事業収益

事業外収益

⚫ 特別利益

⚫ 特別損失

事業収益

事業費用

⚫ 給与費・人件費

⚫ 医薬品費

⚫ 給食用材料費

⚫ 経費

福利厚生費、通信費、消耗品費、

消耗器具備品費、車両費、光熱水費、

修繕費、賃借料、保険料 等

事業外費用

特別損益

税金

資産・負債

⚫ 資産の部

流動資産、固定資産、繰延資産

⚫ 負債の部

流動負債、固定負債

⚫ 委託費

⚫ 研究研修費

⚫ 減価償却費

⚫ 本部費

⚫ その他
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